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（１）審議概観

第198回国会において本委員会に付託さ

れた案件は、条約10件及び内閣提出法律

案３件の合計13件であり、そのいずれも

承認又は可決した。

また、本委員会付託の請願16種類175件

は、いずれも保留とした。

〔条約及び法律案の審査〕

特定防衛調達 特定防衛調達に係る国庫

債務負担行為により支出すべき年限に関

する特別措置法の一部を改正する法律案

は、特定防衛調達に係る国庫債務負担行

為により支出すべき年限の上限を10箇年

度とする特別措置法が本年３月31日に有

効期限を迎えることから、防衛力の計画

的な整備を引き続き実施していくため、

法律の有効期限を５年間延長すること等

を定めるものである。委員会においては、

現行法制定の経緯と長期契約の実績及び

効果、長期契約による縮減効果の計算方

法、特定防衛調達に係る国庫債務負担行

為と国会の予算審議権との関係、ＦＭＳ

調達による装備品を長期契約の対象とす

る際の要件、ＦＭＳを含む海外調達にお

いて為替変動リスクに対処する必要性、

長期契約による財政硬直化が法律の有効

期限延長で強まる懸念等について質疑が

行われた。質疑を終局した後、国民民主

党・新緑風会から、特定防衛調達に係る

国庫債務負担行為により支出すべき年限

の上限を７箇年度に改めることを内容と

する修正案が提出された。討論の後、修

正案は否決され、本法律案は多数をもっ

て原案どおり可決された。なお、本特別

措置法の適用による長期契約により縮減

される経費の推定額を含めた適正な調達

価格算定能力の向上のため、信頼性及び

客観性を持った金額を主体的に算定でき

るよう、体制や制度の構築に向けた取組

を行うこと等の４項目から成る附帯決議

を行った。

防衛協力の推進 日本国の自衛隊とカナ

ダ軍隊との間における物品又は役務の相

互の提供に関する日本国政府とカナダ政

府との間の協定及び日本国の自衛隊とフ

ランス共和国の軍隊との間における物品

又は役務の相互の提供に関する日本国政

府とフランス共和国政府との間の協定は、

いずれも自衛隊と両国の軍隊との間にお

ける、それぞれの国の法令により認めら



れる物品又は役務の提供に係る決済手続

等を定めるものである。委員会において

は、両協定を締結する意義及び必要性、

存立危機事態等が適用対象として明記さ

れていない理由、両国との交渉における

弾薬提供の扱い、両協定の実施と国内法

との関係等について質疑が行われ、討論

の後、いずれも多数をもって承認された。

防衛省設置法等の改正 防衛省設置法等

の一部を改正する法律案は、自衛隊の任

務の円滑な遂行を図るため、自衛官定数

等の変更、航空自衛隊の航空総隊の改編、

カナダ及びフランスとの各物品役務相互

提供協定の実施に係る規定の整備等の措

置を講ずるものである。委員会において

は、自衛隊のサイバー及び電磁波領域に

おける能力・体制の強化、自衛官及び医

官の充足率向上に対する取組、警戒航空

団の新編に当たり、早期警戒機に共同交

戦能力を搭載する必要性、フランス及び

カナダとの防衛協力が我が国の安全保障

にもたらす効果等について質疑が行われ、

討論の後、多数をもって可決された。

船舶からの燃料油流出による汚染損害及

び難破物除去への対応 二千一年の燃料

油による汚染損害についての民事責任に

関する国際条約は、船舶からの燃料油の

流出又は排出による汚染損害についての

船舶所有者の責任及び強制保険、締約国

の裁判所が下す判決の承認等について定

めるものである。二千七年の難破物の除

去に関するナイロビ国際条約は、危険を

もたらす難破物の除去のための措置、難

破物の除去に関係する費用についての船

舶の登録所有者の責任及び強制保険等に

ついて定めるものである。委員会におい

ては、両条約の意義及び特徴、船舶所有

者等の責任と賠償又は関係費用の支払の

確保、北朝鮮からの漂着船に対するナイ

ロビ条約の適用可能性等について質疑が

行われ、いずれも全会一致をもって承認

された。

中央北極海における無規制公海漁業の防

止 中央北極海における規制されていな

い公海漁業を防止するための協定は、健

全な海洋生態系を保護し、並びに魚類資

源の保存及び持続可能な利用を確保する

ための長期的な戦略の一部として中央北

極海の公海水域における規制されていな

い漁獲を防止することを目的として、こ

の水域における漁獲に対する予防的な保

存管理措置の適用等について定めるもの

である。委員会においては、本協定成立

の背景と協定を締結する利点、海洋環境

の変化が北極海の生態系に与える影響、

本協定に基づく共同計画策定への我が国

の貢献等について質疑が行われ、全会一

致をもって承認された。

投資及び租税における二国間協力 投資

の促進及び保護に関する日本国とアルゼ

ンチン共和国との間の協定は、投資の設

立段階及び設立後の内国民待遇及び最恵

国待遇の原則供与を規定するとともに、

公正衡平待遇義務、収用等の措置がとら

れた場合の補償措置、投資紛争の解決の

ための手続等を定めるものである。所得

に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日

本国とスペイン王国との間の条約は、現

行の租税条約を全面的に改正し、投資所

得に対する源泉地国課税の更なる減免、

税務当局間の徴収共助の手続の整備等を

定めるものである。所得に対する租税に

関する二重課税の除去並びに脱税及び租

税回避の防止のための日本国とクロアチ

ア共和国との間の協定、所得に対する租

税に関する二重課税の除去並びに脱税及

び租税回避の防止のための日本国とコロ



ンビア共和国との間の条約及び所得に対

する租税に関する二重課税の除去並びに

脱税及び租税回避の防止のための日本国

とエクアドル共和国との間の条約は、い

ずれも二重課税の除去を目的とした課税

権の調整を行うとともに、配当、利子及

び使用料に対する源泉地国課税の限度税

率等を定めるものである。委員会におい

ては、５条約締結の背景と意義、ＯＤＡ

事業及び電子化されたビジネスをめぐる

国際課税問題等について質疑が行われ、

討論の後、いずれも多数をもって承認さ

れた。

外交実施体制の整備 在外公館の名称及

び位置並びに在外公館に勤務する外務公

務員の給与に関する法律の一部を改正す

る法律案は、在スワジランド日本国大使

館等の在外公館の名称及び位置の国名を

改めるとともに、在外公館に勤務する外

務公務員の在勤基本手当の基準額及び子

女教育手当の支給額を改定することにつ

いて規定するものである。委員会におい

ては、本法律に基づく国名変更の在り方、

在勤基本手当の基準額及び子女教育手当

の支給額の算定根拠等について質疑が行

われ、全会一致をもって可決された。

〔国政調査等〕

２月26日及び27日、我が国の外交、防

衛等に関する実情調査のため、兵庫県、

大阪府及び愛知県への委員派遣を行い、

陸上自衛隊中部方面総監部、外務省Ｇ20

サミット事務局、川崎重工業神戸工場、

三菱重工業小牧南工場、国土交通省名古

屋港湾事務所、海上保安庁第四管区海上

保安本部、飛島コンテナ埠頭株式会社、

国際協力機構（ＪＩＣＡ）中部等からの

説明聴取、関連施設の視察、意見交換等

を行った。

３月７日、外交の基本方針について河

野外務大臣から、国の防衛の基本方針に

ついて岩屋防衛大臣から、それぞれ所信

を聴取した。

３月12日、外交の基本方針及び国の防

衛の基本方針について質疑を行った。ま

た、上記委員派遣について派遣委員から

報告を聴取した。

３月22日、予算委員会から委嘱された

平成31年度外務省予算・防衛省予算等の

審査を行い、質疑を行った。

４月16日、日中関係、航空自衛隊Ｆ35

Ａ戦闘機の墜落、防衛産業、米国による

イスラエルのゴラン高原における主権承

認、ＯＤＡに関する有識者懇談会による

提言、在沖縄海兵隊の抑止力等について

質疑を行った。

５月９日、北方領土問題、防衛装備品

の研究開発、日朝関係、ＷＴＯ紛争解決

「韓国による日本産水産物等の輸入規制」

上級委員会報告書、在日米軍基地設置の

法的根拠、インドネシアにおけるＯＤＡ

事業、在沖縄海兵隊のグアム移転等につ

いて質疑を行った。

６月13日、平成三十一年度以降に係る

防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画

について岩屋防衛大臣から報告を聴取し

た後、参考人の意見聴取を行い、各参考

人に対し質疑を行った。

６月18日、平成三十一年度以降に係る

防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画

及びＧ20大阪サミット等に向けた我が国

の外交方針について質疑を行った。



（２）委員会経過

○平成31年２月７日(木)（第１回）

外交、防衛等に関する調査を行うことを決定

した。

委員派遣を行うことを決定した。

○平成31年３月７日(木)（第２回）

外交の基本方針に関する件について河野外務

大臣から所信を聴いた。

国の防衛の基本方針に関する件について岩屋

防衛大臣から所信を聴いた。

○平成31年３月12日(火)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

外交の基本方針に関する件及び国の防衛の基

本方針に関する件について河野外務大臣、岩

屋防衛大臣、古賀総務大臣政務官、横畠内閣

法制局長官及び政府参考人に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

武見敬三君（自民）、小西洋之君（立憲）、

大野元裕君（民主）、高瀬弘美君（公明）、

井上哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）、

浅田均君（維希）

派遣委員から報告を聴いた。

○平成31年３月19日(火)（第４回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により

支出すべき年限に関する特別措置法の一部を

改正する法律案（閣法第13号）（衆議院送付）

について岩屋防衛大臣から趣旨説明を聴いた

後、同大臣、河野外務大臣及び政府参考人に

対し質疑を行い、質疑を終局した。

〔質疑者〕

堀井巌君（自民）、白眞勲君（立憲）、大野

元裕君（民主）、高瀬弘美君（公明）、井上

哲士君（共産）、浅田均君（維希）、伊波洋

一君（沖縄）

○平成31年３月22日(金)（第５回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成三十一年度一般会計予算（衆議院送付）

平成三十一年度特別会計予算（衆議院送付）

平成三十一年度政府関係機関予算（衆議院送

付）

（外務省所管、防衛省所管及び独立行政法人

国際協力機構有償資金協力部門）について岩

屋防衛大臣及び佐藤外務副大臣から説明を聴

いた後、同大臣、同副大臣及び政府参考人に

対し質疑を行った。

〔質疑者〕

白眞勲君（立憲）、アントニオ猪木君（民主）、

浅田均君（維希）、井上哲士君（共産）、伊

波洋一君（沖縄）

本委員会における委嘱審査は終了した。

○平成31年３月27日(水)（第６回）

特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により

支出すべき年限に関する特別措置法の一部を

改正する法律案（閣法第13号）（衆議院送付）

について討論の後、可決した。

（閣法第13号）

賛成会派 自民、公明、維希

反対会派 立憲、民主、共産、沖縄

なお、附帯決議を行った。

在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤

務する外務公務員の給与に関する法律の一部

を改正する法律案（閣法第20号）（衆議院送

付）について河野外務大臣から趣旨説明を聴

いた。

○平成31年３月28日(木)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤

務する外務公務員の給与に関する法律の一部

を改正する法律案（閣法第20号）（衆議院送

付）について河野外務大臣、岩屋防衛大臣及

び政府参考人に対し質疑を行った後、可決し

た。

〔質疑者〕

白眞勲君（立憲）、大野元裕君（民主）、高

瀬弘美君（公明）、浅田均君（維希）、井上



哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

（閣法第20号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

共産、沖縄

反対会派 なし

○平成31年４月16日(火)（第８回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

日中関係に関する件、航空自衛隊Ｆ35Ａ戦闘

機の墜落に関する件、防衛産業に関する件、

米国によるイスラエルのゴラン高原における

主権承認に関する件、ＯＤＡに関する有識者

懇談会による提言に関する件、在沖縄海兵隊

の抑止力に関する件等について河野外務大

臣、岩屋防衛大臣及び政府参考人に対し質疑

を行った。

〔質疑者〕

中西哲君（自民）、白眞勲君（立憲）、大野

元裕君（民主）、高瀬弘美君（公明）、浅田

均君（維希）、井上哲士君（共産）、伊波洋

一君（沖縄）

防衛省設置法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号）（衆議院送付）について岩屋防衛

大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成31年４月18日(木)（第９回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

防衛省設置法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号）（衆議院送付）について岩屋防衛

大臣、河野外務大臣及び政府参考人に対し質

疑を行い、質疑を終局した。

〔質疑者〕

白眞勲君（立憲）、大野元裕君（民主）、高

瀬弘美君（公明）、浅田均君（維希）、井上

哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

○平成31年４月23日(火)（第10回）

理事の補欠選任を行った。

防衛省設置法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号）（衆議院送付）について討論の後、

可決した。

（閣法第14号）

賛成会派 自民、公明、維希

反対会派 立憲、民主、共産、沖縄

日本国の自衛隊とカナダ軍隊との間における

物品又は役務の相互の提供に関する日本国政

府とカナダ政府との間の協定の締結について

承認を求めるの件（閣条第１号）（衆議院送

付）

日本国の自衛隊とフランス共和国の軍隊との

間における物品又は役務の相互の提供に関す

る日本国政府とフランス共和国政府との間の

協定の締結について承認を求めるの件（閣条

第２号）（衆議院送付）

以上両件について河野外務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○平成31年４月25日(木)（第11回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

日本国の自衛隊とカナダ軍隊との間における

物品又は役務の相互の提供に関する日本国政

府とカナダ政府との間の協定の締結について

承認を求めるの件（閣条第１号）（衆議院送

付）

日本国の自衛隊とフランス共和国の軍隊との

間における物品又は役務の相互の提供に関す

る日本国政府とフランス共和国政府との間の

協定の締結について承認を求めるの件（閣条

第２号）（衆議院送付）

以上両件について河野外務大臣、岩屋防衛大

臣、 外務大臣政務官、横畠内閣法制局長官

及び政府参考人に対し質疑を行い、討論の後、

いずれも承認すべきものと議決した。

〔質疑者〕

猪口邦子君（自民）、白眞勲君（立憲）、大

野元裕君（民主）、浅田均君（維希）、井上

哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

（閣条第１号）

賛成会派 自民、公明、維希

反対会派 立憲、民主、共産、沖縄

（閣条第２号）

賛成会派 自民、公明、維希

反対会派 立憲、民主、共産、沖縄

○令和元年５月９日(木)（第12回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

北方領土問題に関する件、防衛装備品の研究



開発に関する件、日朝関係に関する件、ＷＴ

Ｏ紛争解決「韓国による日本産水産物等の輸

入規制」上級委員会報告書に関する件、在日

米軍基地設置の法的根拠に関する件、インド

ネシアにおけるＯＤＡ事業に関する件、在沖

縄海兵隊のグアム移転に関する件等について

河野外務大臣、岩屋防衛大臣、野上内閣官房

副長官、横畠内閣法制局長官、政府参考人、

参考人独立行政法人国際協力機構理事田中寧

君及び同機構理事本清耕造君に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

中西哲君（自民）、小西洋之君（立憲）、ア

ントニオ猪木君（民主）、高瀬弘美君（公明）、

浅田均君（維希）、井上哲士君（共産）、伊

波洋一君（沖縄）

二千一年の燃料油による汚染損害についての

民事責任に関する国際条約の締結について承

認を求めるの件（閣条第４号）（衆議院送付）

二千七年の難破物の除去に関するナイロビ国

際条約の締結について承認を求めるの件（閣

条第５号）（衆議院送付）

以上両件について河野外務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○令和元年５月14日(火)（第13回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

二千一年の燃料油による汚染損害についての

民事責任に関する国際条約の締結について承

認を求めるの件（閣条第４号）（衆議院送付）

二千七年の難破物の除去に関するナイロビ国

際条約の締結について承認を求めるの件（閣

条第５号）（衆議院送付）

以上両件について河野外務大臣、岩屋防衛大

臣、横畠内閣法制局長官及び政府参考人に対

し質疑を行った後、いずれも承認すべきもの

と議決した。

〔質疑者〕

猪口邦子君（自民）、小西洋之君（立憲）、

大野元裕君（民主）、浅田均君（維希）、井

上哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

（閣条第４号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

共産、沖縄

反対会派 なし

（閣条第５号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

共産、沖縄

反対会派 なし

中央北極海における規制されていない公海漁

業を防止するための協定の締結について承認

を求めるの件（閣条第３号）（衆議院送付）

について河野外務大臣から趣旨説明を聴い

た。

○令和元年５月16日(木)（第14回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

中央北極海における規制されていない公海漁

業を防止するための協定の締結について承認

を求めるの件（閣条第３号）（衆議院送付）

について岩屋防衛大臣、河野外務大臣及び政

府参考人に対し質疑を行った後、承認すべき

ものと議決した。

〔質疑者〕

小西洋之君（立憲）、アントニオ猪木君（民

主）、高瀬弘美君（公明）、浅田均君（維希）、

井上哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

（閣条第３号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

共産、沖縄

反対会派 なし

○令和元年５月21日(火)（第15回）

投資の促進及び保護に関する日本国とアルゼ

ンチン共和国との間の協定の締結について承

認を求めるの件（閣条第６号）（衆議院送付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とスペイン王国との間の条約の締結について

承認を求めるの件（閣条第７号）（衆議院送

付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とクロアチア共和国との間の協定の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第８号）（衆議

院送付）



所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とコロンビア共和国との間の条約の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第９号）（衆議

院送付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とエクアドル共和国との間の条約の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第10号）（衆議

院送付）

以上５件について河野外務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○令和元年５月28日(火)（第16回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

投資の促進及び保護に関する日本国とアルゼ

ンチン共和国との間の協定の締結について承

認を求めるの件（閣条第６号）（衆議院送付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とスペイン王国との間の条約の締結について

承認を求めるの件（閣条第７号）（衆議院送

付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とクロアチア共和国との間の協定の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第８号）（衆議

院送付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とコロンビア共和国との間の条約の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第９号）（衆議

院送付）

所得に対する租税に関する二重課税の除去並

びに脱税及び租税回避の防止のための日本国

とエクアドル共和国との間の条約の締結につ

いて承認を求めるの件（閣条第10号）（衆議

院送付）

以上５件について河野外務大臣、岩屋防衛大

臣及び政府参考人に対し質疑を行い、討論の

後、いずれも承認すべきものと議決した。

〔質疑者〕

中西哲君（自民）、白眞勲君（立憲）、大野

元裕君（民主）、高瀬弘美君（公明）、浅田

均君（維希）、井上哲士君（共産）、伊波洋

一君（沖縄）

（閣条第６号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

沖縄

反対会派 共産

（閣条第７号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

沖縄

反対会派 共産

（閣条第８号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

沖縄

反対会派 共産

（閣条第９号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

沖縄

反対会派 共産

（閣条第10号）

賛成会派 自民、立憲、民主、公明、維希、

沖縄

反対会派 共産

○令和元年６月13日(木)（第17回）

参考人の出席を求めることを決定した。

平成三十一年度以降に係る防衛計画の大綱及

び中期防衛力整備計画に関する件について岩

屋防衛大臣から報告を聴いた後、次の参考人

から意見を聴き、各参考人に対し質疑を行っ

た。

〔参考人〕

ＡＮＡホールディングス株式会社常勤顧問

元統合幕僚長 岩﨑茂君

拓殖大学国際学部教授・海外事情研究所副

所長 佐藤丙午君

国際地政学研究所理事長

元内閣官房副長官補 柳澤協二君

〔質疑者〕

宇都隆史君（自民）、小西洋之君（立憲）、

アントニオ猪木君（民主）、高瀬弘美君（公

明）、浅田均君（維希）、井上哲士君（共産）、



伊波洋一君（沖縄）

○令和元年６月18日(火)（第18回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成三十一年度以降に係る防衛計画の大綱及

び中期防衛力整備計画に関する件及びＧ20大

阪サミット等に向けた我が国の外交方針に関

する件について岩屋防衛大臣、河野外務大臣

及び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

宇都隆史君（自民）、白眞勲君（立憲）、小

西洋之君（立憲）、大野元裕君（民主）、高

瀬弘美君（公明）、浅田均君（維希）、井上

哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）

○令和元年６月26日(水)（第19回）

請願第23号外174件を審査した。

外交、防衛等に関する調査の継続調査要求書

を提出することを決定した。

委員派遣

○平成31年２月26日(火)、27日(水)

我が国の外交、防衛等に関する実情調査

〔派遣地〕

兵庫県、大阪府、愛知県

〔派遣委員〕

渡 美樹君（自民）、宇都隆史君（自民）、

中西哲君（自民）、三宅伸吾君（自民）、大

野元裕君（民主）、高瀬弘美君（公明）、小

西洋之君（立憲）、浅田均君（維希）、井上

哲士君（共産）、伊波洋一君（沖縄）


